
土木工事特記仕様書（令和8年4月1日以降適用） 
 
（土木共通仕様書の適用） 
第１条 本工事は，「徳島市土木工事共通仕様書 令和6年8月」（令和6年8月1日 徳島市告示第276号）
に基づき実施しなければならない。なお、「徳島市土木工事共通仕様書」に定めのないもので，機械
工事の施工にあたっては「機械工事共通仕様書（案）」（国土交通省総合政策局公共事業企画調整課）、
電気通信設備工事にあっては「電気通信設備工事共通仕様書」（国土交通省大臣官房技術調査課電気
通信室）に基づき実施しなければならない。 

２ ただし，共通仕様書の各章における「適用すべき諸基準」で示された示方書、指針、便覧等は改定
された最新のものとする。なお、工事途中で改定された場合はこの限りでない。 

 
（土木工事共通仕様書に対する補足事項） 
第２条  「徳島市土木工事共通仕様書 令和6年8月」に対する特記事項は、次のとおりとする。 
 
（共通仕様書の読み替え） 
  「1-1-1-24 建設副産物」において、「建設副産物情報交換システム（以下「ＣＯＢＲＩＳ」とい
う。）」とあるのは「コブリス・プラス」と読み替えるものとする。 

 
（施工計画書） 
1-1-1-5 施工計画書 
1.一般事項 

受注者は、当初請負金額が500万円以上の工事及び仕様書に明記のある工事においては、工事着手
前または施工方法が確定した時期に工事目的物を完成するために必要な手順や工法等についての施
工計画書を監督員に提出しなければならない。 
受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工に当たらなければならない。 
この場合、受注者は、施工計画書に以下の事項について記載しなければならない。また、監督員

がその他の項目について補足を求めた場合には、追記するものとする。ただし、当初請負金額が50
00万円未満の一般的な工法による工事や維持工事、災害応急工事においては、監督員との協議によ
り記載内容の一部を省略し、簡易版とすることができる。 

 
表１ 施工計画書の記載内容と一部簡素化の基準 

記載項目 内  容 
施工計画書の適用 

標準版 簡易版 
1 工事概要 工事名、河川及び路線名、工事場所、工期、

請負代金、発注者、受注者、工事内容 等 
※変更施工計画書では省略可 

〇 〇 

2 計画工程表 ネットワーク、バーチャート等で作成 
※工事着工時提出の工程表と同じでも良い 

〇 △(※３) 

3 現場組織表 現場の組織、編成、命令系統、業務分担 〇 〇 
4 施工方法 
(※２) 

主要工種毎の作業フロー、施工方法、主要
機械、仮設備計画（現場事務所、仮設足場、
山留設備 等）、工事用地計画（作業エリ
ア・資材置場、搬入路 等） 

〇 ―(※１) 

5 施工管理計 
 画 

工程計画（実施工程の手法・管理方法） 
品質管理（品質管理計画表） 
写真管理（写真管理表） 
出来形管理（出来形管理表） 
段階確認（段階確認・立会計画表） 
品質証明（社内検査計画表・管理基準・要
領） 

〇 △(※３) 

6  安 全管 理
（安全訓練
等の活動計
画書） 

安全衛生管理計画・組織表 
安全活動・安全訓練計画 等 
有資格者・作業主任者一覧表 

〇 〇 

7 緊急時の体
制及び対応 

事故又は災害時の緊急事態発生時連絡系統
図 等 

〇 〇 

8 環境対策 大気汚染・水質汚濁、振動・騒音対策 等 〇 ―(※１) 
9 現場作業環
境の整備 

現場作業環境に関する仮設、安全、熱中症
対策 等  

〇 ―(※１) 

 



10  再生資源
の利用の促
進と建設副
産物の適正
処理方法 

再生資源利用促進計画書、再生資源利用計
画書、建設廃棄物処分計画書、建設廃棄物
処分調書、建設発生土搬出調書 等 〇 〇 

11 その他 
 (※４) 

契約図書及び監督員の指示で施工計画書に
記載を必要とするもの。 

〇 〇 

※１ 監督員が記載を求めた場合は、これによらず記載すること。 
 ※２ 施工方法については、当該工事のおける「主要な工種」等を標準とし、附帯する工種等は不

要とする。ただし、特殊な工法の採用や現場環境などの特別な条件下により通常の施工方法で
は施工不可能である場合は、省略することはできない。 

 ※３ 維持工事については、表中の△印内容の記載を省略することができる。ただし、監督員が記
載を求めた場合は、これによらず記載すること。 

 ※４ 監督員がその他の項目について補足を求めた場合は、記載するものとする。 
・ 設計図書に指定された機械（騒音振動、排ガス規制等） 
・ 工事に使用する機械のうち指定機械以外の主要なもの 
・ 工事に使用する指定資材及び主要な資材（生コンクリートやアスファルト、鉄筋材等）のうち

品質証明方法及び材料確認時期等 
・ その他官公庁等への申請手続き及び地元対策内容等について特記すべき事項 
 

（現場代理人及び主任技術者等） 
1-1-1-15 現場代理人及び主任技術者等 
1.選任通知 

 (2)  受注者は、請負代金額が200万円未満の場合で、監督員が認めたときは、着手予定日までに選
任通知書を提出すればよいものとする。ただし、着手予定日については、監督員と協議の上決
定しなければならない。 

 (3)  受注者は、選任通知書提出時に次のものを提示しなければならない。なお、提示物は写しで
も可とする。 
①  現場代理人と受注者（共同企業体の場合は代表構成員）との直接的かつ恒常的な雇用関係

が確認できるもの（健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書等）。ただし、請負対
象金額が200万円未満の工事を除くものとするが、監督員が特に必要と認める場合には提出を
求めることができるものとする。 

②  主任技術者または監理技術者と受注者（共同企業体の場合は各構成員）との直接的かつ恒
常的な雇用関係が確認できるもの（健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書等）。
ただし、監理技術者資格者証で確認できる場合は、この限りでない。なお、入札参加資格と
して技術者の専任配置が求められた工事における主任技術者または監理技術者は、開札日（随
意契約は見積書提出日）以前に受注者と3ヶ月以上の雇用関係がなければならない。 

（4） 受注者は、選任通知書に次のものを添付しなければならない。 
②  監理技術者を選任した場合（下請金額の総額が5,000 万円以上）は、監理技術者資格者証

及び監理技術者講習修了証（それぞれ表、裏とも） 
 

4.低入札技術者 
  受注者は、当該工事が低入札工事となった場合は、主任技術者、監理技術者または監理技術者補佐

とは別に、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者で、当該工事に関し建設業法第7条第2号イ、
ロまたはハに該当する技術者1名増員し、専任させなければならない。 

  なお、増員して専任する技術者については、「低入札工事の配置技術者選任（変更）通知書」を、
契約締結前に契約事務担当者へ提出し、確認を受けなければならない。また、選任通知書には技術者
取得資格証明者または実務経験証明書を添付するとともに、雇用関係が確認できるもの（健康保険・
厚生年金被保険者標準報酬決定通知書等）を提示しなければならない。内容を変更しようとする場合
は、第1項（１）を準用するものとする。 

 
5.監理技術者補佐 
  受注者は、監理技術者を複数の工事現場で兼務させる場合は、主任技術者、監理技術者及び低入札

技術者とは別に、監理技術者補佐を専任させなければならない。 
  なお、監理技術者補佐は、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者で、当該工事に関し建設

業法第7条第2号イ、ロまたはハに該当する者のうち一級の技術検定の第一次検定に合格した者または
建設業法第15条第2号イ、ロまたはハに該当する者でなければならない。 

  また、監理技術者補佐については、「監理技術者補佐選任（変更）通知書」を契約締結前に契約事
務担当者へ、工事途中に監理技術者補佐を設置して当該監理技術者を他工事と兼務させる場合、その
変更する日から土曜日、日曜日、祝日等を除き14日以内に監督員へ提出し、確認を受けなければなら
ない。また、選任通知書には技術者取得資格証明書または実務経験証明書を添付するとともに、雇用
関係が確認できるもの（健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書等）を提示しなければなら



ない。内容を変更しようとする場合は、第1項（１）を準用するものとする。 
 
（熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行） 
第３条 本工事は、日最高気温が 30℃以上の真夏日の日数に応じて現場管理費の補正を行う試行工事

であり、別に定める「熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行要領（以下「試行要領」という。）」
を適用する。 

２ 施工箇所点在型の場合、点在する箇所毎に日最高気温が 30℃以上の真夏日の日数に応じて補正を行
うことができるものとする。 

３ 夜間工事の場合、作業時間帯の最高気温が 30℃以上の真夏日を対象に補正を行うことができるもの
とする。 

４ 試行にあたり、気温の計測方法及び計測結果の報告方法について事前に監督員と協議を行うものと
する。 
なお、計測方法は最寄りの気象庁公表の気象観測所の気温（日最高気温 30℃以上対象）または環

境省公表の観測地点の暑さ指数（WBGT）（日最高 WBGT25℃以上対象）を用いることとする。 
 
 
 
 
（現場環境改善費（熱中症対策・防寒対策）の対象工事） 
第４条 本工事は、現場環境改善費（熱中症対策・防寒対策）の適用対象工事である。 
２ 受注者は、現場環境の改善を目的に、熱中症対策等を実施する場合は、「現場環境改善費（熱中症

対策・防寒対策）計画書」を提出し、監督員と協議を行うことができる。なお、協議が整い、対策を
実施した場合、「現場環境改善費（熱中症対策・防寒対策）に係る積算要領」に基づく設計変更の対
象とする。 

 
 
 
 
（交通誘導警備員等） 
第５条 交通誘導警備員とは警備業法（昭和47年法律第117号）第４条による認定を受けた警備業者の
警備員で、交通誘導業務に従事する者のことであり、本工事においては次に掲げる延人数を見込んで
いる。警察等との協議により変更が生じた場合は別途協議すること。 
 イ 交通誘導警備員Ａ 延人数：   人 

ロ 交通誘導警備員Ｂ 延人数： 10 人 
  
（建設発生土の仮置き場） 
第６条 本工事から発生する建設発生土については、一部を現場内利用するものとし、以下のとおり、

現場外に仮置き場を設け、時期調整を行うことを予定している。ただし、受注者自らが仮置き場を

確保できる場合は、この限りでない。 

   イ 仮 置 き 場：  

   ロ 仮置き条件：仮置き先が定める仮置き条件を確認すること。 

  なお、受注者は仮置きを行う場合は、周辺環境に配慮し必要な措置を講じること。 
 
（建設発生土の搬出） 
第７条 本工事の現場内再利用を除く建設発生土について、次に掲げる場所へ搬出することを予定し
ている。受注者は事前に受入場所と受入条件等の協議を行い、適切な処理が可能であるか確認する
こと。なお、受入先との協議により、受入先を変更する必要が生じた場合は、監督員と別途協議す
ること。 

  一 建設発生土 
イ 受 入 場 所：  
ロ 受入時間帯：受入先が定める時間帯。 
ハ 受 入 条 件：受入先が定める受入条件を確認すること。 

２ 搬出に際しては関係法令を遵守し、受注者の責任において適正に処理するものとする。 
３ 他工事現場との調整が整った場合は、搬出先を変更することがある。 
 
（再生利用のための建設副産物の搬出） 
第８条 本工事の施工により発生する次の各号の産業廃棄物は、再生のため次に掲げる場所へ搬出する
ことを予定している。 

  なお、受注者は事前に受入場所と受入条件等の協議を行い、当該処分場で適切な処理が可能である
か確認すること。 

２ 受入先との協議の結果，他の受入場所へ搬出する必要がある場合は、監督員と協議することとする。 

熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行要領 

徳島県 HP https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/2009082402601 

現場環境改善費（熱中症対策・防寒対策）に係る積算要領 

徳島県 HP https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/2009082402601 



一 コンクリート塊 
イ 受入場所：徳島市国府町早渕段ノ原896-4 (株)折口組 
ロ 受入時間帯： 8:00～17:00 
ハ 受入条件： 異物分離要 

二 アスファルト・コンクリート塊 
イ 受入場所： 
ロ 受入時間帯： 
ハ 受入条件： 

三 建設発生木材 
イ 受入場所：  
ロ 受入時間帯： 
ハ 受入条件：  

四 汚泥 
イ 受入場所： 
ロ 受入時間帯： 
ハ 受入条件： 

３ 自己処理を希望する場合は、監督員と協議すること。 
４ 搬出に際しては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」を遵守しなければならない。 
 
（建設現場の遠隔臨場に関する試行工事【受注者希望型】） 
第９条 受注者は、本工事において遠隔臨場の実施を希望する場合は、監督員の承諾を得たうえで、「建
設現場の遠隔臨場の試行工事【受注者希望型】」とすることができる。 

２ 試行工事とする場合は、次のURLにある「建設現場の遠隔臨場に関する試行要領」を準用するが、
内容については、監督員と協議の上、決定するものとする。 

建設現場の遠隔臨場に関する試行要領 

徳島県HP https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/7216187/ 

 
（情報共有システム活用試行工事【受注者希望型】） 
第１０条 受注者は、本工事において情報共有システムの活用を希望する場合は、監督員の承諾を得た
うえで、「情報共有システム活用試行工事【受注者希望型】」とすることができる。 

２ 試行工事とする場合は、別に定める「徳島市情報共有システム活用試行要領」を適用するが、内容
については、監督員と協議の上、決定するものとする。 

徳島市情報共有システム活用試行要領 

徳島市HP：https://www.city.tokushima.tokushima.jp/shisei/keizai/nyusatsu/kouji/350100a201

70427.html 

 
（ウィークリースタンス） 
第１１条 本工事は、ウィークリースタンス（受発注者で１週間のルール（スタンス）を目標として定
め、計画的に工事を施工する）の対象工事であり、以下の取組内容による。 

（１）ノー残業デーは勤務時間外の依頼はしない。 
（２）月曜日（連休明け）を依頼の期限日としない。 
（３）金曜日（連休前）に依頼しない。 
（４）打合せ開始前に終了時刻を定め、原則その時刻内に完了する。 
（５）業務時間終了間際及び業務時間外の打合せは行わない。 
（６）作業内容に見合った作業期間を確保する。 
（７）業務時間外に応答が必要な連絡を行わない。 
（８）その他 
２ 前項第１号は必ず実施するものとし、第２号及び第３号についてはどちらか一方は必ず実施しなけ
ればならない。その他の項目については、受発注者間の協議により決定する。 

３ ウィークリースタンスとして取り組む内容は、初回打合せ時に“ウィークリースタンス推進チェッ
クシートに整理の上、受発注者間で共有する。 

４ 受発注者は、定例打合せ等を利用して取り組みのフォローアップ等を行わなければならない。 
５ ウィークリースタンスの取組は、工事の進捗に差し支えない範囲で実施する。 
 
週休２日確保工事【受注者希望型】） 
第１２条 本工事は、建設工事の中長期的な担い手の確保等を目的とした「徳島市週休２日確保工事（受
注者希望型）」であり、別に定める「徳島市週休２日確保工事実施要領（以下「実施要領」という。）」
を適用する。 

２ 実施要領に基づき本工事で週休２日確保工事として実施を希望する場合は、契約後すみやかに実施
の意思を発注者に申請しなければならない。 

３ 本工事の経費の負担については、実施要領第９条第１項（２）による。 



４ 本工事を受注した者は、発注者から指示があった場合は、建設現場の週休２日にかかるアンケート
調査に協力しなければならない。 

徳島市週休２日確保工事実施要領 

徳島市HP：https://www.city.tokushima.tokushima.jp/shisei/keizai/nyusatsu/kouji/350100a2017

0407.html 

 
（建設キャリアアップシステム活用モデル試行工事【受注者希望型】） 
第１３条 受注者は、本工事において建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）の実施を希望する場合
は、監督員の承諾を得たうえで、「建設キャリアアップシステム活用モデル試行工事【受注者希望型】」
とすることができる。 

２ 試行工事とする場合は、次のURLにある「建設キャリアアップシステム活用モデル工事実施要領」
を準用するが、内容については、監督員と協議の上、決定するものとする。 

  なお、次のURLにある「建設キャリアアップシステム活用モデル工事実施要領」中の「ＣＣＵＳ 
 活用推奨モデル工事」を「建設キャリアアップシステム活用モデル試行工事【受注者希望型】」に読
み替える。 

建設キャリアアップシステム活用モデル工事実施要領 
徳島県HP  https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/5044437/ 

 
（工事完成図書等の電子納品） 
第１４条 本工事は、工事関係書類等を電子成果物として納品する対象工事であり、受注者が希望する
場合は「徳島市電子納品運用ガイドライン【土木工事編】」に基づき、受発注者間による事前協議に
より実施するもの。また、納品に際しては、「電子納品チェックシステム（国土交通省）」によりチ
ェックを行い、エラーがないことを確認した後、ウイルス対策を実施した上で、電子媒体（CD-Rもし
くはDVD-R）を提出しなければならない。 

２ 本工事で提供する発注図面は、ＣＡＤデータ SXF(SFC)形式であり、ＣＡＤ製図基準（準拠してい
る・準拠していない）。 

 
（「猛暑期間における現場施工回避（早朝・夜間施工）」に係る試行） 
第１５条  本工事は、「猛暑期間における現場施工回避（早朝・夜間施工）」に係る試行工事であり、
別に定める「「猛暑期間における現場施工回避（早朝・夜間施工）」に係る試行要領」を適用する。 

２  猛暑期間における現場施工回避（早朝・夜間施工）の対象期間は、６月１日から１０月３１日まで
とする。 

３  現場施工回避に係る期間又は時間は、実施前に受発注者間で協議により決定するものとし、協議に
より設定した期間又は時間は、工事打合せ簿により整理することとする。 
また、受注者は、実施した場合は、工事打合せ簿により、実績を報告することとする。 

４ 現場施工回避（早朝・夜間施工）により工期の延長が必要となる場合には、監督員と協議を行うこ
とができる。 

５  現場施工回避（早朝・夜間施工）は承諾を前提とし、早朝・夜間施工に伴う労務単価等の割増しは
行わないものとし、設計変更の対象としない。 

 
 
 

 
 

「猛暑期間における現場施工回避（早朝・夜間施工）」に係る試行要領 

徳島県 HP https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/7312229/ 


